
日本におけるリン酸系化学肥料の供給構造と

サプライチェーンの脆弱性に関する包括的分

析 
序論：日本の農業生産基盤におけるリン酸資源の地政学的・

構造的依存性 
近代農業において、窒素（N）、リン酸（P）、カリウム（K）は肥料の三要素と呼ばれ、作物の生育と収
量確保、ひいては国家の食料安全保障の根幹をなす不可欠な基盤物資である。中でもリン酸（

）は、植物体内において細胞分裂、遺伝情報の伝達（DNAおよびRNAの構成）、エネルギー
代謝（ATP：アデノシン三リン酸の構成要素）、および根の伸長や開花・結実に直接関与する、生命維

持のボトルネックとなる元素である。窒素が空気中（ ）からハーバー・ボッシュ法によって無尽蔵

に固定できるのに対し、リンは地殻中に偏在する鉱物資源（リン鉱石）に完全に依存しており、人工

的な合成が不可能な枯渇性資源である。 

現在、日本はリン鉱石の国内資源（経済的に採掘可能な埋蔵量）を完全に欠如しており、その供給

の事実上100%を海外からの輸入に依存している。本報告書は、日本国内の農業に投入されるリン

酸系化学肥料の年間供給構造を、 （五酸化二リン）換算の生産ルート別に分類し、それぞれ

の供給量、主要製品、調達先、および内在する構造的ボトルネックを網羅的かつ詳細に分析するも

のである。現在の日本のリン酸供給サプライチェーンは、単なる貿易上の偏在にとどまらず、グロー

バルなエネルギー市場のボラティリティ、脱炭素化（カーボンニュートラル）へ向けた産業構造の転

換、資源保有国の国家戦略、および国内の石油精製インフラの縮小と複雑に交差しており、極めて

脆弱な均衡の上に成り立っている。本分析は、これら3つの主要な供給ルートを解剖し、そこに潜む
二次的・三次的な波及効果と、将来の供給モデルのあり方を明らかにする。 

第1の経路：製品輸入ルートの構造と脆弱性分析 
日本におけるリン酸肥料の最大の供給経路は、すでに化学肥料として海外で加工・完成されたパッ

ケージを直接買い付ける「製品輸入ルート」である。このルートは国内供給の絶対的な基盤を形成し

ており、日本の近代的な慣行農業を支える大動脈として機能している。 

供給量と市場シェアの基礎データ 
本ルートを通じて供給されるリン酸肥料は、主に高度化成肥料の原料として利用されるリン酸アンモ

ニウム類である。以下の表は、製品輸入ルートの定量的概要を示している。 

指標 データおよび詳細 



市場シェア 約80% 〜 85% 

年間供給量 ( 換算) 
約25万トン 〜 28万トン 

主要な肥料形態 リン酸アンモニウム（りん安：MAPおよびDAP） 

主な調達先 中国: 76%、モロッコ: 18%、アメリカ: 3%、その他: 
3% 

リン酸アンモニウムには、主にリン酸一アンモニウム（MAP： ）とリン酸二アンモニウ

ム（DAP： ）が存在する。これらは水溶性が高く、高いリン酸含有量とともに窒素

成分を同時に作物に供給できるため、施肥効率が極めて高い。日本の肥料体系において、複合肥

料（化成肥料）を製造する際の基礎原料として工場に投入されるほか、単肥としても広く利用されて

おり、このルートが途絶した場合、日本の農産物生産は即座に致命的な打撃を受ける構造となって

いる。 

構造的阻害要因（ボトルネック）と多重リスク 
製品輸入ルートは、その圧倒的な供給量ゆえに、日本の食料安全保障における最大の脆弱性を内

包している。このルートに内在するリスクは、単なる市場価格の変動を超え、国家間の地政学的対

立やグローバルなエネルギー転換と直接的に連動している。 

地政学リスクとスイングプロデューサーとしての中国 

このルートの最大の構造的ボトルネックは、全輸入量の7割強を中国一国に依存している点にある。
世界のリン酸アンモニウム市場において、中国は最大の生産国であると同時に、自国の政策次第で

世界の需給バランスと価格を決定づけるスイングプロデューサーとして君臨している。 

近年、中国政府は「国家食糧安全保障」を最優先の国家戦略として掲げており、国内農業への安定

的な肥料供給と価格抑制を確保するために、リン酸肥料の輸出に対して厳格な規制を頻繁に発動し

ている。具体的には、輸出前検査制度（CIQ）の厳格化や、事実上の輸出枠（クオータ）の導入によ
り、海外への流出をコントロールしている。この結果、日本へのリン酸供給は、中国の国内政策や共

産党の政治的決定によって直接的かつ即座に制限を受ける「生殺与奪」を握られた状況に置かれて

いる。中国が国内の春耕期や秋播き期に合わせて輸出を停止すれば、日本の肥料メーカーは原料

を調達できず、数ヶ月遅れで国内の店頭から化成肥料が消える事態となる。 

さらに三次的な波及効果として、電気自動車（EV）市場の急拡大に伴う車載用バッテリー需要の変



化が挙げられる。現在、EVの駆動用バッテリーとして、ニッケルやコバルトなどの希少金属を使用し

ないリン酸鉄リチウム（LFP： ）バッテリーの採用が世界的に急増している。中国国内で

は、高純度のリン酸が単価の安い農業用肥料から、圧倒的に付加価値の高いEVバッテリー用の精
製リン酸（PPA）へと急速に転用される動きが加速している。これは、日本の農業システムが、中国の
食糧安全保障政策に加えて、グローバルなモビリティの電動化トレンドともリン酸資源を巡って直接

競合する事態に陥っていることを意味する。資本主義のメカニズム上、利益率の高い産業へ資源が

優先的に流れるため、農業用の安価なリン酸アンモニウムの輸出余力は構造的かつ不可逆的に縮

小していく圧力を受けている。 

エネルギーおよびアンモニアサプライチェーンへの完全な従属 

リン酸アンモニウム（りん安）を製造するためには、リン鉱石から抽出したリン酸（ ）と、窒素

源である「アンモニア（ ）」を反応させる必要がある。化学反応の基礎となるこのアンモニアの

合成は、ハーバー・ボッシュ法（ ）によって行われるが、プロセスに不可欠

な水素（ ）の大部分は、天然ガス（メタンの水蒸気改質： ）や

石炭、ナフサなどの化石燃料に依存している。 

したがって、製品輸入ルートは、リン資源の採掘限界に直面しているだけでなく、世界の化石燃料サ

プライチェーンと完全に連動しているという二重の脆弱性を抱えている。ロシアによるウクライナ侵攻

などに端を発するヨーロッパの天然ガス危機のような地政学的ショックが発生すると、アンモニアの

生産コストが急騰し、それは即座にリン酸アンモニウムの価格高騰となって跳ね返る。日本はリン資

源の枯渇リスクだけでなく、世界のエネルギー市場のボラティリティの直撃を受ける構造となってお

り、化石燃料価格の変動がダイレクトに国内の農業生産コスト（肥料代）を押し上げるメカニズムが

形成されている。 

第2の経路：鉱石輸入・国内加工ルートの構造と脆弱性分析 
供給量と市場シェアの概要 
第2のルートは、海外から未加工のリン鉱石（Phosphate rock）を輸入し、日本国内の肥料工場で化
学的処理を行ってリン酸肥料を自国で製造する経路である。かつて高度経済成長期の日本では、こ

の国内加工ルートが肥料生産の主力であったが、産業構造の変化と製造コストの観点から、現在で

はそのシェアを大幅に縮小させている。 

指標 データおよび詳細 

市場シェア 約12% 〜 14% 



年間供給量 ( 換算) 
約4万トン 〜 4.5万トン 

主要な肥料形態 過リン酸石灰（過石）、重過リン酸石灰（重過石）、

ようりん（溶成リン肥） 

主な調達先（鉱石） 中国: 27%、ヨルダン: 21%、モロッコ: 21%、セネガ
ル: 14%、その他: 17% 

このルートで製造される代表的な肥料である過リン酸石灰（SSP）は、主成分がフルオロアパタイト（

）である難溶性のリン鉱石を、強力な酸である硫酸（ ）で分解し、植物の

根から吸収可能な水溶性の第一リン酸カルシウム（ ）に変換することで製造され

る。この化学反応は以下の式で表される。 

 

また、重過リン酸石灰（TSP）は、リン鉱石を硫酸ではなくリン酸で分解することにより、硫酸カルシウ
ム（石膏）を含まない高濃度のリン酸肥料として製造される。 

構造的阻害要因（ボトルネック）と多重リスク 
国内で鉱石を加工するこのルートは、完成品を直接輸入する第1のルートに対するリスクヘッジとして
の機能（国内製造基盤の維持）が期待されている。しかし、現実には国内の産業構造の不可逆的な

変化により、その存続自体が危ぶまれる深刻な構造的矛盾に直面している。 

脱炭素化による「硫酸」サプライチェーンの崩壊危機 

このルートにおける最大の盲点であり致命的なボトルネックは、リン鉱石を溶かして水溶性の肥料を

作るために不可欠な「硫酸」の調達にある。日本国内において、大量かつ安価な硫酸を供給してい

る主要な源泉は、中東などから輸入した原油を国内の製油所で精製する際に発生する副産物（脱硫

プロセスによって回収される硫黄）である。製油所におけるクラウス反応（

）によって得られた硫黄を燃焼させて二酸化硫黄とし、それを

酸化・吸収させることで硫酸が製造される。 

ここに、日本の国家戦略が抱える重大な三次的パラドックスが存在する。日本政府が推進する「脱

炭素化（カーボンニュートラル）」、再生可能エネルギーへの移行、および自動車のEV化やハイブリッ
ド車の普及による燃費向上は、国内のガソリンをはじめとする石油製品の需要を構造的かつ継続的

に減少させている。石油元売り各社は需要減に合わせて製油所の統廃合を進めており、原油の精



製処理量が減少すれば、副産物である硫黄の発生量も物理的に比例して減少する。 

結果として、国内における硫酸の供給量が逼迫し、価格が上昇する。仮に海外からリン鉱石を安定

的に輸入できたとしても、それを国内で肥料化するための必須溶媒である硫酸が手に入らない、あ

るいは採算に合わない価格になれば、国内の加工ラインは物理的に停止せざるを得ない。環境保

護と気候変動対策のためのエネルギー転換（グリーン・トランスフォーメーション）が、食糧生産のた

めの不可欠な肥料加工基盤を根底から破壊するという、極めて深刻なトレードオフが顕在化してい

るのである。 

鉱石の低品位化と不純物処理コストの高騰 

さらに、グローバルな要因としてリン鉱石自体の品質低下が挙げられる。世界的に高品位で不純物

の少ないリン鉱石の鉱脈は採掘し尽くされつつあり、現在国際市場で調達可能な鉱石は、カドミウ

ム、ウラン、ヒ素などの重金属や放射性物質を相対的に多く含む低品位なものが増加している。 

これを日本の厳格な環境基準および肥料取締法に適合する安全な肥料として精製するためには、カ

ドミウムなどの有害物質を取り除くための高度な除染プロセスや、多大なエネルギーを要する焼成プ

ロセスが必要となる。これに伴う製造コストの上昇は、ただでさえ安い輸入品に対する国内製品の価

格競争力を著しく削いでおり、国内メーカーが設備投資を回収できず、工場を閉鎖する要因となって

いる。 

第3の経路：国内資源・化学抽出ルートの構造と展望 
供給量と市場シェアの概要 
第3のルートは、輸入資源に一切依存しない、完全な国産資源を活用する未開拓のフロンティアであ
る。具体的には、日本の都市部に存在する下水処理場などで発生する下水汚泥や消化脱離液か

ら、高度な化学的プロセスを経て純粋なリン酸成分（結晶）を抽出・回収し、肥料化する経路である。 

なお、下水汚泥を単に発酵させて農地還元する「汚泥コンポスト（堆肥化）」も広く行われているが、こ

れは成分の含有量が不均一であり、遅効性の有機肥料としての性質が強いため、本報告書が対象

とする「化学肥料としての定量的なリン酸供給」からは除外して分析する。 

指標 データおよび詳細 

市場シェア 約0.2% 

年間供給量 ( 換算) 
約500トン 〜 800トン 



主要な肥料形態 晶析MAP（リン酸マグネシウムアンモニウム：

）など 

主な調達先 日本国内: 100% 

このルートの中核となる技術は「MAP晶析法」である。下水処理の嫌気性消化工程などにおいて、リ

ンおよびアンモニアが高濃度に濃縮された消化脱離液に対し、塩化マグネシウム（ ）や水

酸化マグネシウム（ ）などのマグネシウム源を添加し、水酸化ナトリウム等でpHを弱ア
ルカリ性（pH 8.0〜8.5程度）に調整する。これにより、水中のリン酸イオン、アンモニウムイオン、マ
グネシウムイオンが反応し、MAP（ストラバイト：Struvite）の結晶が意図的に析出する。 

化学反応式： 

 

回収されたMAP結晶は、不純物が少なく、かつ土壌中で植物の根から分泌される有機酸（クエン酸
など）に溶けて徐々に効く「く溶性」の性質を持つため、環境負荷の低い優れたリン酸・窒素・マグネ

シウム複合肥料となる。 

構造的阻害要因（ボトルネック）とスケールアップの課題 
このルートは、地政学リスクや化石燃料の価格変動、為替リスクから完全に独立した「究極の安全保

障ルート」として極めて高い戦略的価値を持つ。理論上、日本国民が排泄するリンを全て回収できれ

ば、国内の農業需要の1割から2割程度を賄う潜在力があると試算されている。しかし、現状では市
場シェアがわずか0.2%に留まっており、これには明確な経済的・構造的障壁が存在する。 

莫大な初期投資（CAPEX）と経済的採算性の欠如 

純度の高いMAP結晶を回収するための晶析プラントを下水処理場に併設するには、数億円規模の
多額の資本的支出（CAPEX）が必要となる。さらに、結晶化を促進するためのマグネシウム薬品の
購入費や、曝気・攪拌のための電力費といった運用コスト（OPEX）もかさむ。 

結果として、下水から回収されたリン酸のトン当たり製造コストは、海外の巨大プラントで大量生産さ

れ輸入されるリン酸アンモニウムの市場価格を大幅に上回ってしまう。現在のところ、このシステム

を導入している神戸市や福岡市などの自治体は、「肥料を製造して利益を得る事業」としてではなく、

下水処理場の配管内に自然発生するストラバイトのスケール（配管の閉塞）を防ぐための「維持管理

コスト削減策」という側面から導入しているケースが大半である。つまり、国土交通省が管轄する下

水道事業予算や、B-DASHプロジェクトなどの国の実証実験補助金に強く依存しており、市場原理に
基づく自律的な商業エコシステムとしては全く成立していないのが実態である。 



サプライチェーンの分断と流通・法規制の壁 

もう一つの深刻なボトルネックは、回収されたリン酸が実際の農地に届くまでのサプライチェーンが

完全に分断されていることである。下水処理場を運営するのは地方自治体（国土交通省の管轄）で

あり、彼らには生産されたMAPを広域流通させる販売網もノウハウもない。一方で、肥料を製造・流
通させるのはJAグループや民間肥料メーカー（農林水産省の管轄）である。 

回収されたMAPは化学的に純度が高いものの、従来の輸入MAPとは結晶の粒度（サイズ）や含水
率、粉砕のしやすさが微妙に異なる。そのため、既存の化成肥料工場のプラント設備（造粒工程な

ど）にそのまま投入すると機械のトラブルを招く恐れがあり、技術的なプロセス調整が必要となる。コ

ストが高く、供給量が安定せず、かつ工場のライン変更を強いられる回収リン酸を、民間メーカーが

積極的に採用するインセンティブは極めて乏しい。省庁間の縦割り行政と、既存の輸入前提のロジ

スティクスが、国内資源循環のスケールアップを阻む厚い壁となっている。 

第二次・第三次波及効果とマクロ環境の深層分析 
ここまで詳述した3つの生産ルートの定量データと構造的ボトルネックを総合すると、日本のリン酸供
給構造が直面しているのは、単なる一時的な需給逼迫や価格変動ではなく、数十年単位で進行する

不可逆的なパラダイムシフトであることが示唆される。ここでは、データが示す深層のトレンドと、日

本農業への波及効果を論じる。 

「見せかけの調達多角化」の限界と価格連動メカニズム 
現在、日本政府や肥料業界は、第1および第2のルートにおいて、中国一国への過度な依存を脱却
するために、調達先の多角化（チャイナ・プラスワン戦略）を模索している。具体的には、世界最大の

リン鉱石埋蔵量を誇るモロッコ（同国のリン酸産業は国営企業であるOCPグループが実質的に独占
している）や、ヨルダン、セネガル、アメリカなどとの長期調達契約の締結を進めている。 

しかし、経済学的な市場メカニズムの分析が示すところによれば、この多角化はサプライチェーンの

物理的な断絶（禁輸措置など）に対する一定の保険にはなるものの、価格高騰リスクに対する根本

的なヘッジにはなり得ない。なぜなら、世界のリン酸肥料市場は完全に統合されたコモディティ市場

だからである。 

仮に中国が自国の輸出を制限し、グローバル市場から数百万トン規模のリン酸が消滅した場合、国

際市場全体の需給バランスが一気に崩れる。その結果、モロッコ産やアメリカ産のリン酸肥料の価

格も、中国の輸出減少分を埋め合わせようとする世界中の買い手（インドやブラジルなどの巨大農

業国）による争奪戦によって瞬時に高騰する。日本が調達ルートを中国以外に変更し、物理的なモノ

を確保できたとしても、市場全体の価格決定権（プライスメーカーとしての地位）を中国やOCPのよう
な少数の資源国が握っている限り、日本の農業は甚大な価格転嫁（コストプッシュ・インフレーショ

ン）の直撃を避けられない。調達先の国旗を変えても、グローバルな需給逼迫と価格連動のネット

ワークから逃れることは不可能なのである。 

グリーン・トランスフォーメーション（GX）の意図せざる副作用 
前述の通り、最も注視すべき第三次波及効果は、環境政策と食糧安全保障の構造的な衝突であ

る。第1のルートを支える窒素（アンモニア）は天然ガスに依存し、第2のルートを支える硫酸は原油精
製に依存している。日本および世界が気候変動対策として脱炭素社会（カーボンニュートラル）へと



シフトし、化石燃料の採掘・精製プロセスを縮小させればさせるほど、パラドックス的に化学肥料の製

造基盤は同時に削り取られていく。 

LFPバッテリーによるリン酸需要の急増も含め、環境負荷を低減し、持続可能な社会を構築しようと
するマクロ的な努力（GX）が、結果として「人類の生存基盤である食糧を育むための基礎資材の枯
渇と高騰」を引き起こすという、極めて難解なジレンマが浮き彫りとなっている。エネルギーのトランジ

ションは代替技術（太陽光や風力）が存在するが、生物の生育に不可欠なリンという元素には代替

物質が存在しない。この絶対的な非対称性が、将来の安全保障上の最大のウィークポイントとなる。 

国内土壌の「蓄積リン酸」という隠れたバッファーとその科学的

評価 
供給サイドの脆弱性が極まる一方で、需要サイドの足元には、日本独自の特殊性が二次的な影響

として立ち現れる。それは、日本の農地土壌に眠る膨大な「蓄積リン酸（Legacy Phosphorus）」の存
在である。 

日本の農地の多くは、火山灰に由来する黒ボク土（Andosols）で構成されている。この土壌の最大
の特徴は、「リン酸吸収係数」が極めて高いことである。土壌中に豊富に含まれる活性のアルミニウ

ム（Al）や鉄（Fe）の酸化物が、施肥された水溶性リン酸と瞬時に結合し、植物が根から吸収できない
難溶性のリン酸アルミニウムやリン酸鉄として土壌中に固定化してしまう性質を持つ。 

この土壌特性に対抗するため、日本の農業は過去数十年にわたり、作物が実際に吸収する量をは

るかに超える大量のリン酸肥料を毎年のように集約的に投入してきた（過剰施肥）。その結果、作物

に利用されなかった膨大な量のリン酸が不溶化し、現在も土壌中に蓄積し続けている。農学的な土

壌診断のデータによれば、多くの圃場において、今後数年間は一切リン酸肥料を追加しなくても作物

が育つほどの蓄積リン酸が存在することが判明している。 

海外からのリン酸供給が物理的に断絶するような最悪のシナリオ（例えば、台湾有事等によるシー

レーン封鎖や、輸出国による完全禁輸など）が発生した場合、皮肉にもこの過去の過剰施肥の遺産

である「蓄積リン酸」が、日本の食料生産を数年間支える短期的な防波堤（バッファー）として機能す

る可能性が高い。 

しかし、この蓄積リン酸を実際に作物が吸収可能な形態に変える（可給態化する）ためには、単なる

放置ではなく、高度な土壌微生物学的なアプローチが必要となる。具体的には、植物の根と共生し

て土壌中の難溶性リン酸を探索・吸収し、植物に供給する「アーバスキュラー菌根菌（AM菌）」の積
極的な活用や、根からクエン酸などの有機酸（根酸）を大量に分泌してリン酸を溶かし出す特定の被

覆作物（ヘアリーベッチやルーピンなど）の導入といった栽培技術への転換が求められる。これは、

海外からの安価な水溶性肥料に依存する「外部調達モデル」から、自国の土壌に眠る未利用資源を

活用する「土壌内資源のマイニングモデル」への強制的なパラダイムシフトを意味する。 

結論：持続可能なリン酸供給に向けたパラダイムシフト 
本報告書の包括的な分析を通じて、日本のリン酸化学肥料の年間供給構造は、極めて非対称かつ

脆弱な実態を抱えていることが明らかとなった。圧倒的なシェア（80%〜85%）を誇る「製品輸入ルー
ト」は地政学とグローバルエネルギー市場の覇権に翻弄され、かつてのリスクヘッジであった「国内



加工ルート（12%〜14%）」は脱炭素化に伴う硫酸不足と鉱石の低品位化により自壊しつつあり、唯
一の希望である純国産の「国内抽出ルート（0.2%）」は経済性の壁と制度的縦割りに阻まれ、全くス
ケールしていない。 

現在の年間供給量（ 換算で約30万トン規模）という絶対量を、既存のサプライチェーンの延
長線上で維持することは、将来的に困難になる蓋然性が極めて高い。リン酸の安定供給の確保は、

もはや一農業政策の枠組みを超え、エネルギー政策、環境政策、そして国家の総合安全保障政策

の中核に統合して位置づけられるべき最重要課題である。 

今後の日本の戦略的アプローチとしては、以下の抜本的な方向性が強く示唆される。 

第一に、第3のルート（国内下水からのMAP回収）の商業化に対する、国家レベルでの強力な資本
注入と法制度の整備である。これを単なる下水道事業のコスト削減策から「純国産肥料コンビナート

の創出」という国家戦略へと位置づけ直し、自治体と肥料メーカー間をつなぐ広域な買取保証制度

や、回収MAPを使用する農家・企業に対するダイレクトな財政的インセンティブの設計が不可避とな
る。コスト高を理由に普及を諦めるのではなく、安全保障上の「プレミアム（保険料）」として社会全体

でそのコストを負担するメカএমনの構築が必要である。 

第二に、需要サイドにおける「減肥」の徹底と、精密農業（プレシジョン・アグリカルチャー）の社会実

装である。最新の土壌センシング技術を用いて前述の「蓄積リン酸」の量を圃場ごとに精緻にマッピ

ングし、投入する の絶対量を段階的かつ科学的に削減していくことで、輸入依存度の分母そ

のものを小さくするマクロ的な需要コントロールが求められる。 

日本の農業システムは、化石燃料と枯渇性資源の無限の供給を前提とした20世紀型の大量投入・
大量消費モデルから、資源の物理的制約と徹底した域内循環を前提とした21世紀型のサバイバル
モデルへの移行の最終段階に差し掛かっている。リン酸サプライチェーンの再構築は、単なる肥料

問題ではなく、日本の国家としてのレジリエンスと、持続可能な食料生産システムの成否を決定づけ

る最もクリティカルな試金石となるであろう。 
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